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テーマ：ICT の過去・現在・未来

第 5 章：産業の未来と ICT
ICT 産業のグローバルな現状を俯瞰した上で、IoT 化をはじめとする ICT の更なる進化が
ICT 産業や経済全体にもたらす変化について検証

第 7 章：ICT 分野の基本データ
総務省実施調査の結果を中心に、我が国 ICT の現状を示す最新データを幅広く紹介

第 6 章：2030 年の未来像～ ICT が創る未来のまち・ひと・しごと
第 2 部全体の総括として、ICT の更なる進化により社会全体がどのように変わるかを展望

第 8 章：ICT 政策の動向
我が国の ICT 政策の最新動向を、総務省の取組を中心に紹介

通信自由化以降 30 年間で我が国 ICT 産業がどのように発展してきたかを、サービスや制
度の変遷、市場規模や料金水準の推移、産業構造の変化等の面から多角的に検証

第 1 章：通信自由化と ICT 産業の発展

第 2 章：ICT 利活用の進展
個人の生活や企業の活動等の面で ICT 利活用がどのように進展してきたかを様々な視点か
ら検証するとともに、新興国・途上国を含む ICT の世界的な普及状況についても紹介

第 3 章：地域の未来と ICT
目下の我が国の最重要課題と位置付けられる「地方創生」の実現のため、ICT がどのような
役割を果たし得るかを検証

第 4 章：暮らしの未来と ICT
ウェアラブルデバイス等の新たな ICT 端末の普及や、シェアリングエコノミーの台頭による
変化等を生活者の視点から検証するとともに、テレワークの利用促進に向けた課題等を分析
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通信自由化と ICT産業の発展第 1 章

○�通信自由化以降の我が国 ICT産業は、大きく分けて、「電話の時代」から「インターネットと携帯電話の時代」へ、
そして「ブロードバンドとスマートフォンの時代」へという時代変化を経験。

○�通信自由化からの約 30年間で、通信事業者の売上高は約 4倍、ICT 産業の市場規模は約 2.4 倍に拡大。ICT産
業は我が国の経済成長に一貫して貢献。
○事業者間の競争により通信料金も大幅に低廉化。

・携帯電話番号ポータビリティ導入
・2010年までの通信・放送分野の改革方針策定（通信・

放送の在り方に関する懇談会、通信・放送の在り方に関
する政府与党合意、通信・放送分野の改革に関する工程
プログラム）

・スマートフォン発売
・「ICT 国際競争力強化プログラム」（我が国 ICT 産業の

国際競争力強化に向けた包括パッケージ）
・「xICT ビジョン」（ICT による地域成長力とグローバル

成長力強化策等）
・「デジタル日本創生プロジェクト」（経済危機脱却のた

めのICT重点施策）
・「スマート・ユビキタスネット社会実現戦略」（ユビキタ

スネット社会の更なる発展のための総合ビジョン）
・SIMロック解除に関するガイドライン策定
・情通審答申「通信・放送の総合的な法体系の在り方」

・「ICT 維新ビジョン 2.0」（「光の道」実現等）
・通信・放送融合に対応した放送法、電波法等の改正
・東日本大震災の教訓を踏まえたICT災害対策の強化
・情通審答申「Active Japan ICT 戦略」（「知識情報社

会」の実現に向けた情報通信政策の在り方）
・「ICT 成長戦略」（データ活用による新たな付加価値産

業の創出策等）
・「スマート・ジャパン ICT 戦略」（ICT イノベーション

による経済成長と国際貢献への基本戦略）
・光回線卸売サービス等に関する制度整備、電気通信サー

ビス等に関する初期契約解除制度の導入等

・PHSサービス開始
・「公 - 専 - 公」接続許可
・国際公専接続の完全自由化
・WTO基本電気通信交渉合意
・KDD法廃止
・接続会計の導入
・料金認可制から届出制へ
・NTT再編
・携帯インターネットサービス開始
・不正アクセス禁止法成立
・ADSLサービス開始
・IT戦略会議設置
・NTT接続料に関する日米政府間合意
・LRIC（長期増分費用方式）導入
・IT基本法施行
・e-Japan戦略策定
・非対称規制、ユニバーサルサービス制度導入
・「全国ブロードバンド構想」（2005 年度まで

のブロードバンド整備方針）
・プロバイダ責任制限法成立
・FTTHサービス提供開始
・個人情報保護法成立
・一種・二種区分の廃止等
・「u-Japan 政策」（2010 年までのユビキタス

ネット社会実現への総合政策）

・電話交換機業務開始

・日本電信電話公社発足
・公衆電気通信法施行
・国際電信電話（株）発足
・加入電話の積滞解消
・通信自由化
・日本電信電話（株）発足
・長距離NCC：長距離電話市場に参入
・移動通信NCC：参入開始
・国際NCC：国際電話市場に参入
・衛星系NCC：サービス開始
・自動車電話方式に関する日米協議
・NTTの在り方に関する電通審最終答

申及び政府措置決定
・NTTドコモ設立
・長距離NCC：全国ネットワーク完成
・長距離NCC：エンドエンド料金導入
・商用インターネット開始
・携帯電話端末売り切り制
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・FTTHと3G・LTEが普及し、ネットワークのIP化
が進展。スマートフォンも登場後急速に普及

・インターネットの普及により情報通信産業が
大きく構造変化。携帯電話が急速に普及し機
能も高度化

・通信市場に多数の新規事業者が参入。競争に
より料金の低廉化やサービスの多様化が実現

ブロードバンドとスマートフォンの時代

通信事業者の売上高（国内市場と国際市場の合計）

ICT産業の市場規模

ICT産業の経済成長への貢献

通信料金の変化 携帯電話料金の国際比較

情報通信産業 0.4 0.2 0.4 0.4 0.2 0.5 0.1 0.1
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KDDIグループ
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KDD：2,230億円
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4,643億円

●�通信事業者の売上高は
28 年間で約 4倍に拡
大

● �ICT 産業の市場規模は
28年間で約 2.4 倍に
拡大

●�特に通信業と情報サービ
ス業（ソフトウェア産業
等）の伸びが大きい

●�移動通信サービスの料金は 5分の 1以下に低下
●�固定電話、インターネット料金も 2005 年頃ま
でに大幅低廉化

●�我が国の携帯電話料金低廉化は
海外と比較しても顕著

●�ICT 産業の経済成長への寄与度は 1985 年以
来一貫してプラス
●�実質 GDP が大幅にマイナスになった 07 ～
10年もプラスを維持
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ICT 利活用の進展第 2 章
○�インターネット利用をはじめとする ICT利活用は過去約 10年間で全年代的に浸透。

○ �ICT 産業の構造は、垂直統合構造からレイヤーごとの水平分離構造へとシフトしてきたが、近年は、レイヤー間
の上下進出やレイヤーを超えた進出が活発化。

○ ICT機器のモジュール化、コモディティ化が進む中で各レイヤーの収益性が大きく変化。

インターネット利用率の向上（年代別、2002・2014年）

世帯主年代別ネットショッピング利用率（二人以上の世帯、2002・2014年）

モジュール化の進展 コモディティ化の進展

（日本国内の情報通信機器に係る物価指数の推移）

情報収集活動におけるネットの進展

レイヤー別の営業収益率の推移

●�デジタル化を背景に、製品を構成する部品の
相互インターフェースの規格化など、モジュー
ル化が進展。

●�2000 年以降、通信・上位レイヤーの収
益性が向上する一方で、下位レイヤーは
コモディティ化の進展により収益性が減
少傾向

通信事業者・大手ベンダが中心 ITベンダやネット系など専業事業者が台頭 水平統合/垂直分離によりレイヤの上下進出や連携が進展
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●�製造・生産技術の普及やモジュール化等と相
まって、機能・品質面で大きな差のない廉価
製品が市場に登場し、熾烈な価格競争など、
コモディティ化が急激に進展。
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地域の未来と ICT第 3 章

○�地方の企業では、都市部に比べて ICT利活用に遅れがみられる。地方の ICT利活用が都市部と同程度にまで進展
した場合、地方において約 20万人の雇用創出効果。

○ �ICT は地域と地域外との情報やモノの交流を活発化し、交流人口・定住人口の増加に貢献。

○�防災、防犯、教育分野等を中心に ICT利活用事業の実施率は着実に上昇。
○多くの自治体がマイナンバーの活用に積極的。
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三大都市圏の
政令指定都市
（N=468）

三大都市圏以外の
政令指定都市
（N=200）

地方
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（N=1,503）

ICT進展度が平均より高いグループ
ICT進展度が平均より低いグループ

地方のICT進展度の高いグループの割合が、
三大都市圏以外の政令指定都市並みになった場合を想定

※ICT進展度：事業所の ICT利活用の度合をスコア化
　（ネットワーク整備状況、従業員への端末貸与状況、クラウド利用状況等）

地方にて都市部と同程度
ICTを利活用した場合

既存事業が成長す
る事業所の割合が

増加

8万6,092人の
雇用創出
（正規社員）

地方のICT進展度が上昇

新規事業を創出す
る事業所の割合が

増加

11万3,420人の
雇用創出
（正規社員）

約20万人の雇用創出
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(%)

地域別の ICT進展度

分野別の ICT利活用事業実施率

� 海外からの交流人口拡大に向けた取組�
（北海道テレビ放送「北海道アワー」「LOVE HOKKAIDO」）

ICT利活用の進展による雇用創出効果【試算】

マイナンバー導入で活用したいサービス

� 国内での定住人口拡大に向けた取組�
（徳島県神山町「サテライトオフィスプロジェクト」）

【「LOVE HOKKAIDO」の放送対象地域の広がり】

徳島県内４市町（神山町、美波町、三好市、徳島市）に、
26社が22拠点に進出し、52名の地元雇用を創出。
３年間で76世帯113名が移住（徳島市を除く）

神山町ではH23にS45以降、初めて「社会増」が「社会減」
を超過（３年間で51世帯81名が移住）

首都圏のICTベンチャー系企業を対象に本格展開

古民家や蔵を改装したサテライトオフィス

97年の放送開始後、2年間で台湾からの観光客が2倍に増加。
10年後には5倍超に増加。(出典：北海道観光局「北海道観光入込客数調査」）

●�ICT 利活用事業の実施率
は上昇傾向
●�特に防災、防犯、教育分
野での実施率が高い

●いずれのサービスでも 8割を超える自治体がマイナンバーの活用に関心
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窓口総合サービス

各種制度の一元的な案内・手続き

申請情報の再活用
団体・機関にまたがる総合サービス

実施と利用者・行政事務軽減
行政による照合作業・現地調査等の削減

災害時における活用
高度なサービスの実施

（関連分野・隣接市町村等）
その他

関心があり、活用に向けて検討している
関心があるが、検討には至っていない
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利用意向あり
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利用したくない 将来も含めて子育て支援が必要な状況にない

n=2,000
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暮らしの未来と ICT第 4 章

○�自動走行車はシニア層の利用意向が高い。
○�介護ロボットの利用意向は高いが、子育てロボットの利用には心理的抵抗を感じる人が多い。

○テレワークの認知度は低いが潜在的なニーズは高く、今後更なる周知が必要。

自動走行車の利用意向（年代別） 介護ロボットの利用意向

子育て支援ロボットの利用意向

テレワーク認知度（個人・企業） テレワーク利用意向

・情報の信憑性よりも内容への共感や内容の面白さが基準とされる傾向があり、特に若い年代でその傾向が強い

○�ソーシャルメディアを活用し、個人間で空き部屋等の遊休資産を貸し借りする「シェアリング・エコノミー」が
活発化。我が国では現在のところ慎重な利用意向がみられるが、今後普及の可能性。

日本の利用意向　例：旅行先で個人宅の空き部屋などに宿泊できるサービス

ホスト
（貸したいユーザ）

ゲスト
（借りたいユーザ）
部屋情報閲覧部屋情報登録

予約リクエスト

ホスト手数料
（宿泊料金の3%）
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5.8
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20.6
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29.7
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44.0

●全体で 3割程度にとどまる

○ �SNS での「炎上」事案が多発し、社会問題化。
○ �SNS での情報の「拡散」では、情報の信憑性よりも、内容への共感や面白さが基準とされる傾向。

SNSでの情報拡散の基準

【全年代】 【年代別】
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【海外の事例（Airbnb）】
個人の空き部屋や住宅等の貸借をマッチング



産業の未来と ICT第 5 章

○�新興国地域における市場の成長等を背景に、クラウドや上位レイヤー市場を中心にグローバル ICT市場は引き続
き拡大。
○今後の海外展開にあたっては、各国企業とも海外企業との連携・協調を重視。

○�今後、インターネットにつながるモノ（IoT）の数が爆発的に拡大する見込み。
○�様々なデータを IoT を通じて収集・分析し、業務効率化等につなげる動きが活発化。

●�特に、クラウドサービス、モバイル向け上位レイヤー市場の成長が期待される。

● �loT ＝ネットにつながるモノの数が爆発的に拡大

●�各国企業とも海外企業との連携・協調を重視。我が国は 6か国の中で最も自国内企業を重視

●日・韓・中は下位レイヤー、米・独・印は上位レイヤーに競争力があると認識

各レイヤーの主要市場の規模と成長性

インターネットにつながるモノの数（loT）の推移・予測 データ国内流通量の推移

今後協調・連携を重視する企業の国籍

自国の ICT産業の競争力に関する認識
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●2014年の流通量は
　14.5 エクサバイト
　(9年間で約 9.3 倍 )●�10 年間で

5.1 倍


